
（証券コード 3169）

2026年４月８日
（電子提供措置の開始日2026年４月１日）

株 主 各 位
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

株 式 会 社 ミ サ ワ
代表取締役社長 三 澤 太

第67回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第67回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し

あげます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の

下記ウェブサイトに「第67回定時株主総会招集ご通知」及び「第67回定時株主総

会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲

載しております。

当社ウェブサイト https://www.misawa-corp.co.jp/ir/meeting/

上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、

「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

また、事前にインターネット又は書面等により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2026

年４月22日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し

あげます。

敬 具
記

１．日 時 2026年４月23日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）

２．場 所 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号

エビススバルビル５階 EBiS303 カンファレンススペースABC

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項

報 告 事 項 第67期（2025年２月１日から2026年１月31日まで）事業報告及び

計算書類報告の件

― 1 ―

2026年03月23日 15時18分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20251126_01）



決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ

ていただきます。

なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていた

だきます。

■事前質問の受付

事前のご質問については、以下のメールアドレス宛に、ご質問事項及び議決権行

使書用紙に記載の株主番号、株主様名をご入力いただきメールを送信ください。な

お、事前にいただきましたご質問のうち、株主の皆様の関心の高い事項につきまし

ては、総会当日にご説明させていただく予定ですが、個別のご回答はいたしかねま

すのであらかじめご了承ください。

【事前質問受付アドレス】ir@unico-fan.co.jp

【受付期間】2026年４月16日（木）午後５時まで

ご存知ですか？ 配当金の口座振込制度

■配当金のお受取りは、
口座振込のご利用が
便利です。

■配当金のお受取り方法変更の手続は、以下までお問
い合わせください。
・証券会社で株式をお持ちの場合：証券口座を開設
された証券会社

・証券会社で株式をお持ちでない場合：三菱UFJ信
託銀行株式会社

【株主名簿管理人】三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同連絡先：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 ０１２０-２３２-７１１

(通話料無料/受付時間：土日祝日等除く平日午前９時～午後５時)
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議決権行使のご案内
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権をご行使くだ

さいますようお願い申しあげます。議決権を行使する方法は、以下の３つの方法が

ございます。

株主総会に
ご出席する
方法

株主総会開催日時

2026年４月23日（木曜日）

午前10時

当日ご出席の際は、お手数なが
ら、同封の議決権行使書用紙
を会場受付へご提出ください。

書面（郵送）で
議決権を
行使する方法

行使期限

2026年４月22日（水曜日）

午後６時到着分まで

同封の議決権行使書用紙に各
議案の賛否をご表示のうえ、
ご返送ください。議決権行使
書において、議案に賛否の表
示がない場合は、賛成の意思
表示があったものとしてお取
扱いいたします。

インターネット
で議決権を
行使する方法

行使期限

2026年４月22日（水曜日）

午後６時入力完了分まで

次ページの案内に従って、
議案の賛否をご入力ください。

1. 議決権行使サイトについて

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから、当社の指定する議決権

行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能

です。（ただし、毎日午前２時30分から午前４時30分までは取り扱いを休止します。）

(2) インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設

定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、

株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

(3) インターネットによる議決権行使は、2026年４月22日（水曜日）の午後６時入力完了分まで受け

付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスクへ

お問い合わせください。

2. 議決権行使についてのご注意

(1) 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ

る議決権行使の内容を有効とさせていただきます。

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効

とさせていただきます。

(3) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案につき賛否の表示

がない場合は、賛成の意思表示があったものとしてお取扱いいたします。

(4) 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様

のご負担となります。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク

（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）

0120－173－027
インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

https://evote.tr.mufg.jp/

｢ログイン」を
クリック

｢ログインID・仮パス
ワード」を入力

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パ

スワードを入力することなく、議決権行使サ

イトにログインすることができます。

1 議決権行使書副票（右側）に記載のQRコー

ドを読み取ってください。
1 議決権行使サイトにアクセスしてくださ

い。

2 議決権行使書用紙に記載された「ログイン

ID・仮パスワード」を入力しクリック

3 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力

ください。

2 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力

ください。

QRコードを用いずに議決権

を行使する場合は、右の

「ログインID・仮パスワード

を入力する方法」をご確認

ください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標

です。

議決権行使

サイト

以 上
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事 業 報 告

(2025年２月１日から
2026年１月31日まで)

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 設備投資の状況

当事業年度において実施いたしました当社の設備投資の総額は564,898千円

で、その主なものは次のとおりであります。

unico事業

unico有楽町店の新規出店費用
unico大和郡山店の新規出店費用
unico二子玉川店のリニューアル出店費用
unico池袋店のリニューアル出店費用
unicoloom姫路店のリニューアル出店費用
ECサイトリニューアル費用
新基幹システム導入費用

② 資金調達の状況

該当事項はありません。

③ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

④ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑤ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。

⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(2) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

Lamon Bay Furniture Corp. 10,458千ペソ 98.62％ 家具の製造業

(注)2026年１月31日現在清算中であります。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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２．株式の状況（2026年１月31日現在）

① 発行可能株式総数 19,200,000株

② 発行済株式の総数 7,112,400株

③ 株主数 17,146名

３．会社役員の状況
① 取締役の状況（2026年１月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 三 澤 太

取 締 役 飯 塚 智 香
デザイン企画本部 管掌 兼
デザイン企画本部本部長

取 締 役 尾 張 睦
商品管理本部 管掌 兼
商品管理本部本部長

取 締 役 鈴 木 裕 之
管理本部 管掌 兼
unico事業本部 管掌 兼
管理本部本部長

取 締 役
（常勤監査等委員）

関 根 章 雄

取 締 役
（監 査 等 委 員）

宮 本 久 美 子

和田倉門法律事務所 パートナー
株式会社トレジャー・ファクトリー 社外取締役
株式会社ビューティガレージ 社外取締役（監
査等委員）
株式会社インタートレード 社外監査役
ピクスタ株式会社 社外取締役（監査等委員）

取 締 役
（監 査 等 委 員）

粟 澤 元 博
粟澤税務会計事務所 所長
株式会社立飛ホールディングス 社外監査役
株式会社エイ・アンド・エイチ 社外監査役

(注) １．取締役関根章雄氏、宮本久美子氏及び粟澤元博氏は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）関根章雄氏は、常勤の監査等委員であります。

常勤の監査等委員を選定している理由は、取締役会以外の重要な社内会議へ出席するほか、
日常的な情報収集や会計監査人、内部監査部門等と連携を図ることで、監査等委員会によ
る監査・監督の実効性を高めるためであります。

３．取締役（監査等委員）関根章雄氏、宮本久美子氏及び粟澤元博氏は、以下のとおり法務、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・取締役（監査等委員）関根章雄氏は、住友大阪セメント株式会社に長年勤務し、財務及
び会計の経験を有しております。

・取締役（監査等委員）宮本久美子氏は、弁護士の資格を有しております。
・取締役（監査等委員）粟澤元博氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しております。

４．当社は取締役（監査等委員）関根章雄氏、宮本久美子氏及び粟澤元博氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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② 事業年度中に退任した取締役

該当事項はありません。

③取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

１．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

当社取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、その金額は、公平かつ適正

に定めることを目的として、職務、職責等により決定するものとし、他社水準、

社会情勢等を勘案して、適宜見直しを図るものとする。

２．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬とし、長期的な当社の業績向上・株価

上昇へのインセンティブとして機能するようその内容、付与する数、及び付与

する時期等を定めるものとする。原則として毎事業年度、譲渡制限付株式に関

する報酬として金銭報酬債権を支給し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の

方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを行うものとする。2023

年４月27日開催の第64回定時株主総会により、年額１億円以内、当社普通株式

年35,000株を上限とする。

３．金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する

割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する

業種・業態に属する企業の報酬水準を勘案し決定することとする。

また、決定方針は、取締役会が決定しております。

④取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役（監査等委員を除く）並びに監査等委員である取締役の報酬限度額は、

2017年４月27日開催の第58回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除

く）について年額５億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査等委

員である取締役について年額２億円以内と決議いただいております。当該株主

総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）は４名、取締役（監査等委員）は

３名です。

また、上記の取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額とは別枠として、取

締役（監査等委員を除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として、

2023年４月27日開催の第64回定時株主総会において年額１億円以内と決議いた

だいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）は４名

です。
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⑤取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

取締役（監査等委員を除く）の報酬は、株主総会で承認された報酬総額の範

囲内で、取締役会からの委任を受け、代表取締役社長三澤太が報酬額を決定し

ております。代表取締役社長に委任した理由は、当社業績及び個人の貢献度等

を総合的に勘案しつつ各取締役（監査等委員を除く）の担当について評価を行

うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。

また、取締役（監査等委員）の報酬額は、株主総会で承認された報酬総額の

範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

⑥当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものである

と取締役会が判断した理由

取締役の個人別報酬等の内容の決定にあたっては、上述の方針に基づき代表

取締役社長が決定を行っていることから、取締役会はその決定内容は方針に沿

うものであると判断しております。

⑦取締役の報酬等の額

区 分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
員数

(名)基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取締役(監査等委員を除く)
( う ち 社 外 取 締 役 )

78

(0)

63

(0)
-

15

(0)

4

(0)

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

14

(14)

14

(14)
- -

3

(3)

合 計
( う ち 社 外 取 締 役 )

92

(14)

77

(14)
-

15

(0)

7

(3)

(注) 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして認識しており、

将来の事業展開と経営体質の強化のために内部留保を確保しつつ、安定的な配当を

行っていくことを基本方針としております。この方針のもと、期末配当につきまし

ては、以下のとおり実施したいと存じます。

(１) 配当財産の種類

金銭といたします。

(２) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき８円 総額56,491,712円

(３) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年４月24日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（４名）は、本総会の終結の時を

もって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名の

選任をお願いしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏
ふ り が な

名

(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

１
三
み さ わ

澤 太
ふとし

(1960 年 ７ 月 ２ 日 生 )

1984 年 ４ 月 株式会社報知新聞社入社
2,898,000株1986 年 ３ 月 当社入社 取締役就任

1994 年 ４ 月 代表取締役社長就任（現任)

２
飯
いいつか

塚 智香
ち か

(1960 年 ３ 月 １ 日 生 )

1986 年 10 月 株式会社近代ビル管理入社

438,000株

1988 年 12 月 当社入社

2000 年 ３ 月 取締役就任（現任）

企画室長

2018 年 ８ 月 デザイン企画本部管掌（現任）

デザイン企画本部シニアマネージャー

2020 年 ２ 月 デザイン企画本部本部長（現任）

３
尾
お わ り

張 睦
むつみ

(1960 年 11 月 16 日 生 )

1984 年 ４ 月 株式会社ジャックス入社

174,800株

1989 年 ４ 月 当社入社

2017 年 ４ 月 取締役就任（現任）

商品管理部管掌

2019 年 ３ 月 商品管理本部管掌（現任）

商品管理本部シニアマネージャー

2020 年 ２ 月 商品管理本部本部長（現任）

４
鈴
す ず き

木 裕之
ひろゆき

(1970 年 ６ 月 12 日 生 )

1993 年 ４ 月 第一生命保険相互会社

（現第一生命保険株式会社）入社

48,900株

2002 年 １ 月 株式会社ネクストジェン入社

2009 年 ８ 月 当社入社 管理部長

2011 年 ９ 月 取締役就任（現任）

管理部門管掌

2018 年 ８ 月 管理本部管掌（現任）

管理本部シニアマネージャー

2019 年 ３ 月 unico事業本部管掌（現任）

2020 年 ２ 月 管理本部本部長（現任）
（注１）各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
（注２）当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しており、被保険者が職務の執行に起因した責任を負うこと及び当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生じることのある損害を填補することとしております。
ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為等に起因して生じた損害は填補さ
れない等の一定の免責事由があります。各候補者の選任が承認可決された場合、当該保険契
約の被保険者に含められることとなります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役関根 章雄は、本総会の終結の時をもって任期満了となり

ますので、監査等委員である取締役１名の選任をお願いしたいと存じます。

本議案に関しましてはあらかじめ監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

氏
ふ り が な

名

(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

関
せ き ね

根 章雄
あ き お

(1956 年 １ 月 31 日 生 )

1979 年 ４ 月 住友セメント株式会社(現住

友大阪セメント株式会社)入

社

ー株

2011 年 ５ 月 同社二次電池材料事業推進室

長

2012 年 ６ 月 同社内部監査室長

2015 年 ６ 月 同社監査役

2019 年 ９ 月

2020 年 ４ 月

当社一時取締役（常勤監査等

委員）

当社取締役（常勤監査等委

員）（現任）
（注１）候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
（注２）関根章雄氏は、社外取締役候補者であります。関根章雄氏につきましては、財務等に関する

長年の知見と経験から、当社の監査等委員である社外取締役に適任であると判断し、選任を
お願いするものであります。同氏は会社の経営に関与したことはありませんが、同氏の高い
専門性により、当社の経営監督機能を適切に遂行できるものと考えております。

（注３）関根章雄氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、その在任期間は本総会終結
の時をもって６年７カ月であります。

（注４）当社は、関根章雄氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠
償責任を限定する責任限定契約を締結しております。本総会において同氏の選任が承認され
た場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であり、当該契約に基づく賠償限度額
は、法令が規定する最低限度額といたします。

（注５）当社は関根章雄氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、同氏が選任された場合
は、改めて同氏を独立役員として届け出る予定であります。

（注６）当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を締結しており、被保険者が職務の執行に起因した責任を負うこと及び当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生じることのある損害を填補することとしております。
ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為等に起因して生じた損害は填補さ
れない等の一定の免責事由があります。候補者の選任が承認可決された場合、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

以上
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至中目黒

至渋谷

至広尾

明
治
通
り

至目黒

ホテルシエスタ

ミニストップ

サンクス

ファミリーマート

恵比寿SSビル

JR
恵比寿駅

恵比寿ガーデンプレイス

恵比寿ISビル

恵比寿
ビジネスタワー

三富ビル新館

恵比寿四丁目

東京都渋谷区恵比寿1-20-8

みずほ
銀行

交番

東口

駒沢通り

三井住友銀行

●日比谷線恵比寿駅

出口1

出口2

恵比寿一

恵比寿駅
東口

エビス
スバルビル

三菱
UFJ銀行

三菱
UFJ銀行

三菱
UFJ銀行

渋谷橋

恵
比
寿

ネ
オ
ナ
ー
ト

株主総会会場

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号

エビススバルビル５階

EBiS303 カンファレンススペースABC

交通： JR 線「恵比寿駅」東口より徒歩約２分

日比谷線「恵比寿駅」出口１より徒歩約５分
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電子提供措置の開始日2026年４月１日

第67回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

（2025年２月１日から2026年１月31日まで）

事業報告

会社の現況

当事業年度の事業の状況

財産及び損益の状況

対処すべき課題

主要な事業内容

主要拠点等

従業員の状況

主要な借入先の状況

その他会社の現況に関する重要な事項

株式の状況

大株主（上位10名）

当事業年度中に職務執行の対価として会

社役員に交付した株式の状況

その他の株式に関する重要な事項

会社役員の状況

責任限定契約の内容の概要

役員等賠償責任保険契約の内容の概要

社外役員に関する事項

会計監査人の状況

業務の適正を確保するための体制及びその

運用状況の概要

会社の支配に関する基本方針

計算書類

貸借対照表

損益計算書

株主資本等変動計算書

個別注記表

監査報告書

計算書類に係る会計監査報告

監査等委員会の監査報告

株式会社ミサワ
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事 業 報 告

(2025年２月１日から
2026年１月31日まで)

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善を背景

に経済活動の正常化が進み、景気は緩やかな回復傾向が見られました。しかし

ながら、国際情勢の不安定化や米国の通商政策の動向、さらには物価上昇への

懸念などもあり、依然として先行きが不透明な状況が続いております。

インテリア・家具業界におきましては、倉庫・店舗・オフィス等の賃料コス

トや、配送コストの上昇及び人材不足による人件費の増加等により、依然とし

て厳しい競争環境が続いております。

こうした環境の中で当社は、基本施策としてインナーブランディングの浸透

から「らしさ」をより打ち出し、競合との差別化に注力しました。また、DXの

継続や多能工化による本部のスリム化を進め、販管費の増加の抑制に努めまし

た。商品施策としましては、家具においては売れ筋シリーズの拡張を進めたほ

か、新たにシンプルに天然木の風合いを生かしたエクステンションテーブル、

ALKU（アルク）シリーズや、ルーバーがデザインアクセントのDWELI（ドゥウェ

リ）シリーズを発売しました。また、ラグマット、カーテン、寝具などのファ

ブリック商材を充実させ、雑貨においても、フラワーベース、かご、照明等を

新たに自社開発しました。

以上の施策を行いましたが、厳しい市場環境により、売上高12,159,248千円

（前年同期比3.8％減）、営業利益235,723千円（前年同期比27.6％減）、経常利益

253,104千円（前年同期比21.7％減）、当期純利益124,830千円（前年同期比33.7

％減）となりました。

なお、当社は「unico事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記

載を省略しております。
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(2) 財産及び損益の状況

当社の財産及び損益の状況

区 分
第 64 期

(2023年１月期)
第 65 期

(2024年１月期)
第 66 期

(2025年１月期)

第 67 期
( 当 事 業 年 度 )
(2026年１月期)

売 上 高(千円) 12,198,492 12,085,442 12,637,840 12,159,248

経 常 利 益(千円) 527,543 48,942 323,341 253,104

当 期 純 利 益(千円) 341,039 12,268 187,357 124,830

１株当たり当期純利益金額(円) 47.95 1.73 26.50 17.65

総 資 産(千円) 4,523,311 5,164,773 5,082,275 5,517,193

純 資 産(千円) 3,121,653 3,043,255 3,171,881 3,240,816

１株当たり純資産額(円) 439.82 430.70 449.16 458.94

(注) １株当たり当期純利益金額は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当た
り純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

(3) 対処すべき課題

2027年1月期においては期首に基幹システムの更新を行い、全社的な効率化及

び精度向上を図ります。また主な全社施策は以下の３点となります。①展示金

額の拡大による顧客タッチポイントの濃密化を図り、ファブリック・雑貨等の

構成比率を高めて売上と認知の拡大をする、②外部コンサル連携による、デジ

タルマーケティングの機能強化、③全社的なAI導入へのアプローチの開始を掲

げています。

(4) 主要な事業内容（2026年１月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ｕｎｉｃｏ事業 家具・ファブリック等及びインテリア・雑貨等の企画・販売
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(5) 主要拠点等（2026年１月31日現在）

当社

本社（東京都渋谷区）

倉庫

関東物流センター（栃木県宇都宮市）

関西物流センター（大阪府堺市）

unico事業 店舗

北海道・東北地区 3店舗

関東地区 21店舗

北陸地区 3店舗

東海地区 3店舗

関西地区 9店舗

中国・四国地区 5店舗

九州地区 4店舗

計 48店舗

(6) 従業員の状況（2026年１月31日現在）

当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

166（304）名 △9（△19）名 36.0歳 7.7年

(注) 従業員数は就業人員であり、販売職正社員及び臨時雇用者（パート社員、派遣社員を含む。）の
人数は、最近１年間の平均人員を( )外数で記載しております。

(7) 主要な借入先の状況（2026年１月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 90,004千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 90,004千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 89,980千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 31,261千円

(8) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式の状況（2026年１月31日現在）

① 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三澤 太 2,898,000株 41.0％

飯塚 智香 438,000 6.2

尾張 睦 174,800 2.5

大塚 幸江 63,900 0.9

鈴木 裕之 48,900 0.7

滝澤 多恵子 35,800 0.5

ミサワ従業員持株会 26,700 0.4

川上 和人 13,500 0.2

菅井 久美子 9,900 0.1

二神 種明 8,600 0.1

(注) 持株比率は自己株式（50,936株）を控除して計算しております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

当社は、当社の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）に対して、株式

保有を通じて株主との価値共有を高めることにより、企業価値の持続的な向上

を図ることを目的に、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

・取締役、その他役員に交付した株式の区分別合計

株式数（株） 交付対象者数（名）

取締役（監査等委員及び社外取締役を除く） 24,000 ４

取締役（監査等委員） ー ー
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３．その他の株式に関する重要な事項
(自己株式の取得）

当社は、譲渡制限付株式報酬制度に基づき当社の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）及び当社の従業員に交付する自己株式への充当を目的として、会社法第165

条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の定めにより、2025年９月12

日の当社取締役会決議に基づき、2025年９月16日から2026年２月28日の間、市場取引

により、31,000株（発行済株式総数に対する割合は、0.44％）の自己株式を総額

21,517,900円で取得いたしました。

(自己株式の処分）

2025年５月20日の当社取締役会決議により処分した自己株式

①処分した株式の種類及び数 普通株式 52,700株

②処分価額の総額 33,095,600円

③処分の目的 譲渡制限付株式報酬

④処分した日 2025年６月６日

４．会社役員の状況
① 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外役員全員と同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、取締役、管理職従業員、会計監査人を被保険者として、会社法第430

条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が

職務の執行に起因した責任を負うこと及び当該責任の追及に係る請求を受ける

ことによって生じることのある損害を填補することとしております。ただし、

法令違反の行為であることを認識して行った行為等に起因して生じた損害は填

補されない等の一定の免責事由があります。
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③ 社外役員に関する事項

イ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）宮本久美子氏は、和田倉門法律事務所のパートナー、

株式会社トレジャー・ファクトリーの社外取締役、株式会社ビューティガ

レージの社外取締役（監査等委員）、株式会社インタートレードの社外監査

役及びピクスタ株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）粟澤元博氏は、粟澤税務会計事務所所長、株式会社

立飛ホールディングスの社外監査役及び株式会社エイ・アンド・エイチの

社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ 当事業年度における主な活動状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役（常勤監査等委員)
関 根 章 雄

当事業年度に開催された取締役会14回、監査等委員会は13回全てに出

席いたしました。豊富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意思表

明等の発言を行っており、社外取締役としての役割・責務を果たして

おります。

取締役（監査等委員)
宮 本 久美子

当事業年度に開催された取締役会14回、監査等委員会13回全てに出席

いたしました。弁護士としての豊富な経験と深い見識に基づき、適宜

質問、意見表明等の発言を行っており、社外取締役としての役割・責

務を果たしております。

取締役（監査等委員)
粟 澤 元 博

当事業年度に開催された取締役会14回、監査等委員会13回全てに出席

いたしました。公認会計士及び税理士としての豊富な経験と深い見識

に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っており、社外取締役と

しての役割・責務を果たしております。
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５．会計監査人の状況
① 名称 フェイス監査法人

② 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

20,000千円

(注) １．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況等の評価を行い、
報酬額の見積りの相当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について会社法第399条
第1項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を

解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最

初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
（業務の適正を確保するための体制の概要）

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの基本方針）につ

いての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

イ 当社の取締役は、経営理念に則った価値観に基づく行動を率先垂範し、当

社グループ内へ法令、定款及び企業倫理の遵守の徹底を図る。

ロ コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程を定める。

ハ 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、当社グループ全体のコンプラ

イアンス体制の維持発展を行う。

ニ 当社は、公益通報者保護規程を定め、コンプライアンス相談窓口を設置す

るとともに、法令、定款及び社内規程等に違反する事実やその恐れがある

行為を早期に発見し、是正するための仕組みを構築し、維持する。

ホ 内部監査室は、各業務執行部門及び子会社の業務監査を行い、必要に応じ

て体制の整備や改善について代表取締役社長に報告する。

ヘ 当社は、経営理念を実現するために、社会秩序や社会生活の安全に脅威を

与える反社会的勢力に対しては、一切の関係を持たず、毅然とした態度を

もってこれに臨むこととする。万が一、反社会的勢力からの接触があった

場合は、管理部門が対応することとし、必要に応じて、顧問弁護士や警察

等の専門家に相談することとする。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

イ 当社は、取締役の職務執行に係る情報について、法令、定款及び基本規程

である文書管理規程に基づき適切に保存及び管理する。

ロ 前項の情報は、取締役がいつでも閲覧可能な状態を維持する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定める。

ロ リスク管理委員会を設置し、リスク管理体制の維持発展を行う。

ハ 業務執行におけるリスクは、取締役がその対応について責任を持ち、改善

策を審議・決定するものとする。 また、必要に応じ、当該リスクの管理に

関する規程の制定・ガイドラインの策定・研修活動の実施等を行うものと

する。尚、重要なリスクについては取締役会に報告する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ 取締役会規程に基づき定時取締役会を原則毎月１回開催し、必要ある場合

には適宜臨時取締役会を開催することとする。また、各業務執行部門の活

動状況の報告、取締役会での決定事項の通知等を行う会議体としてマネジ

ャー会議を毎月１回開催することとし、経営情報の共有と業務運営の効率

化を図る。

ロ 取締役を含む会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規程・

職務分掌規程・職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ 当社は、関係会社管理規程に基づき、関係会社管理の方針と体制を定め、

当社グループ全体の業務の円滑化と管理の適正化を図る。

ロ 取締役会は、定期的に関係会社の経営成績及び財政状態等について担当取

締役より報告を受け、継続的に管理体制の改善及び向上に努める。

ハ コンプライアンス規程は全グループ会社に適用し、全グループ会社の法令

順守に関する体制はコンプライアンス委員会が統括する。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、並びにこ

れらの者の独立性及び指示の実効性の確保に関する事項

イ 監査等委員である取締役が内部統制システムの構築・運用等について監査

をするため、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

役会は監査等委員である取締役と協議のうえ、内部監査室人員又は必要と

する各業務執行部門人員を人選・配置する。

ロ 監査等委員である取締役の配置下に入った使用人は、監査等委員である取

締役の指揮下に入り、取締役の（監査等委員である取締役を除く）指揮命

令は受けないものとする。
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⑦ 監査等委員会への報告に関する体制及び当該報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制並びに

その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼ

す恐れのある事項や重大な法令、定款違反行為又は不正行為を発見したと

きは、速やかに監査等委員会に報告する。

ロ 監査等委員会は、必要に応じて業務執行に関する報告、説明又は関係資料

の提出を当社及び子会社の取締役及び使用人に求めることができる。

ハ 当社は、前２項に従い監査等委員会に報告を行った者が、当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないように必要な措置を講ずるもの

とする。

ニ 当社の取締役は定期的に、以下の事項等について、監査等委員会に報告す

るものとする。

(イ)当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事項

(ロ)内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項

(ハ)重大な法令、定款違反行為

(ニ)コンプライアンス上の重要な事項

(ホ)その他の経営上、重要な事項

ホ 監査等委員は、取締役会のほか必要と判断した会議に出席し、事業活動に

おける重要な決定や職務の執行状況について取締役（監査等委員である取

締役を除く）及び使用人に対して説明を求めることができる。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

監査等委員である取締役が職務の執行上、必要と認める費用については、

あらかじめ予算を計上する。ただし、緊急又は臨時に支出した費用について

は、当社は事後に償還に応じる。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、

体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運

用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンス及びリスク管理に関する取組みの状況

コンプライアンスにつきましては、代表取締役を委員長とするコンプライア

ンス委員会を設置しコンプライアンス状況を定期的にチェックするとともに、

コンプライアンスに関わる必要な措置を講じ、その結果については取締役会に

報告しています。リスク管理につきましても、代表取締役を委員長とするリス

ク管理委員会を設置し、リスクの把握、評価を行い、リスク発生の予防を図っ

ております。

② 職務執行の適正及び効率性を確保するための取組みの状況

取締役会は14回開催され、各議案についての審議、業務遂行の状況等の監督

を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保さ

れております。また組織規程、職務権限規程等により、職務権限・意思決定の

ルールを明確にすることで適正かつ効率的な職務執行を図っています。

③ 監査等委員会の監査の実効性を確保するための取組みの状況

監査等委員は取締役会のほか、重要な社内会議に出席するとともに、取締役

等からの説明聴取を通じて、職務執行に必要な情報を入手しております。また

監査等委員の職務の執行に必要な費用については、当社が負担しております。

７．会社の支配に関する基本方針
当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、

企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えて

おります。

現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情

勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。
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貸 借 対 照 表

(2026年１月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 3,743,110 流 動 負 債 1,990,903

現 金 及 び 預 金 1,358,685 買 掛 金 260,452

売 掛 金 667,344 1年内返済予定の長期借入金 85,020

商 品 1,545,703 未 払 金 403,448

未 着 品 38,772 未 払 費 用 238,762

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,019 未 払 法 人 税 等 48,853

前 渡 金 4,708 未 払 消 費 税 等 38,016

前 払 費 用 101,599 預 り 金 32,355

そ の 他 23,276 賞 与 引 当 金 81,406

契 約 負 債 799,959

固 定 資 産 1,774,082 そ の 他 2,628

有 形 固 定 資 産 431,109

建 物 ( 純 額 ) 409,899

工具、器具及び備品(純額) 20,395 固 定 負 債 285,474

車両運搬具（純額） 0 長 期 借 入 金 216,229

土 地 814 退 職 給 付 引 当 金 50,442

資 産 除 去 債 務 18,802

無 形 固 定 資 産 527,783

ソ フ ト ウ エ ア 52,487 負 債 合 計 2,276,377

ソフトウェア仮勘定 475,060 (純 資 産 の 部)

そ の 他 236 株 主 資 本 3,240,816

資 本 金 380,485

投 資 そ の 他 の 資 産 815,189 資 本 剰 余 金 360,485

敷 金 及 び 保 証 金 447,069 資 本 準 備 金 360,485

長 期 前 払 費 用 23,434 利 益 剰 余 金 2,531,048

繰 延 税 金 資 産 295,318 利 益 準 備 金 160

そ の 他 49,367 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,530,888

繰 越 利 益 剰 余 金 2,530,888

自 己 株 式 △31,202

純 資 産 合 計 3,240,816

資 産 合 計 5,517,193 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,517,193

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2025年２月１日から
2026年１月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 12,159,248

売 上 原 価 5,960,340

売 上 総 利 益 6,198,908

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,963,184

営 業 利 益 235,723

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,396

為 替 差 益 4,318

運 送 事 故 受 取 保 険 金 10,088

助 成 金 収 入 42

そ の 他 6,034 21,880

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,992

そ の 他 2,506 4,498

経 常 利 益 253,104

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 21,288

減 損 損 失 49,583 70,871

税 引 前 当 期 純 利 益 182,232

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 88,947

法 人 税 等 調 整 額 △31,544 57,402

当 期 純 利 益 124,830

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年２月１日から
2026年１月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 380,485 360,485 160 2,462,552 2,462,712 △31,800 3,171,881

事 業 年 度 中 の 変 動 額

自 己 株 式 の 取 得 △32,497 △32,497

自 己 株 式 の 処 分 33,095 33,095

剰 余 金 の 配 当 △56,494 △56,494 △56,494

当 期 純 利 益 124,830 124,830 124,830

事業年度中の変動額合計 － － － 68,336 68,336 598 68,934

当 期 末 残 高 380,485 360,485 160 2,530,888 2,531,048 △31,202 3,240,816

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 3,171,881

事 業 年 度 中 の 変 動 額

自 己 株 式 の 取 得 △32,497

自 己 株 式 の 処 分 33,095

剰 余 金 の 配 当 △56,494

当 期 純 利 益 124,830

事業年度中の変動額合計 68,934

当 期 末 残 高 3,240,816

※ 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

未着品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～31年

工具、器具及び備品 ３～15年

車両運搬具 ２～６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 2012年

５月17日。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 2015

年３月26日。）に定める簡便法により、自己都合退職による期末要支給額から公益財団法人東法

連特定退職金共済会からの給付金相当額を控除した金額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

直営店舗及びオンラインショップ（EC）にて顧客に商品（家具・ファブリック等及びインテリ

ア・雑貨等）を販売しており、商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。

なお、商品の配送サービスは商品を提供する履行義務に含まれるため、顧客から受け取る配送

料を収益とし、配送業者に支払う荷造運賃を売上原価に計上しております。また、当社のポイン

ト制度については、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して

算定した独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行っております。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準27号 2022年10月28日）等を当

事業年度の期首から適用しております。これによる計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) 295,318千円

繰延税金負債相殺前の金額 295,318千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

当社は繰延税金資産及び繰延税金負債を計上するにあたり、資産及び負債の会計上の帳簿価額と

税務上の金額の一時差異に基づいて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異が将来

の税金負担額を軽減することができると認められる範囲で計上し、繰延税金負債は全ての将来加算

一時差異について計上しております。

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定は、決算日までに制定又は実質的に制定されている税法及

び税率に従い、一時差異が回収又は支払が行われると見込まれる期の税率に基づいて行っておりま

す。

② 主要な仮定

課税所得の発生時期及び金額の算出において重要となる将来の業績予想は、現在の状況及び入手

可能な情報等による合理的な仮定に基づき、見積もっております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

課税所得を見積るにあたって、前提とした条件や仮定に変更が生じ、その見積額が減少した場合

には、繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。

なお、税制改正により実効税率が変更された場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する

金額に重要な影響を与える可能性があります。
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２．固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

単位（千円）

当事業年度

有形固定資産 431,109

無形固定資産 527,783

減損損失 49,583

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

当社は、店舗を基本単位としてグルーピングし、営業活動から生じる損益が継続してマイナスの

店舗について減損の兆候を把握しております。減損の兆候が把握された場合には、将来キャッシ

ュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって減

損損失の要否を判定しております。

② 主要な仮定

割引前将来キャッシュ・フローの算定は、決算時点の実績を基礎として、売上高成長率、人件費

増加係数等を検討し算定しております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

減損の兆候の把握、減損損失の認識や測定には慎重を期しておりますが、将来において経営・市

場環境の変化等により将来キャッシュ・フローの見積り額の前提とした事業計画に重要な未達の発

生、又は将来の不確実性が増した場合、減損損失の発生により重要な影響を与える可能性がありま

す。

３．商品の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品 1,545,703千円

棚卸資産評価損 27,934千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

当社は、「個別注記表 １．資産の評価基準及び評価方法 棚卸資産の評価基準及び評価方法」に

記載のとおり、商品の貸借対照表価額は、総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。

正味売却価額が取得原価を下回る場合には、取得原価を正味売却価額まで減額しております。加

えて、一定期間以上滞留が認められる商品については、帳簿価額の全額について評価損を計上する

ことで商品の収益性の低下を計算書類に反映しております。

②主要な仮定

通常のセール販売やアウトレット販売における売価は帳簿価額を下回るものではありませんが、
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正味売却価額や販売可能性が低下したと判断する滞留期間について、主として直近の販売実績を用

いて仮定を設定しております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

市場環境が変化した場合や将来の経済状況の変動等により、正味売却価額や販売可能性が低下し

たと判断する滞留期間の仮定に見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において認識す

る金額に重要な影響を与える可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 1,200,236千円

（損益計算書に関する注記）

顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識に関する注記）１．顧客との契約から生じる

収益を分解した情報」に記載しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 7,112,400 - - 7,112,400

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 50,635 53,001 52,700 50,936

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2025年４月24日

定時株主総会

普通

株式

利益

剰余金
56,494 8.00 2025年１月31日 2025年４月25日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2026年４月23日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2026年４月23日

定時株主総会

普通

株式

利益

剰余金
56,491 8.00 2026年１月31日 2026年４月24日
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 24,926千円

棚卸資産評価損 8,553千円

未払事業所税 4,189千円

未払事業税 7,615千円

未払費用 31,952千円

減価償却超過額 169,790千円

減損損失 39,446千円

退職給付引当金 15,899千円

関係会社株式評価損 8,110千円

資産除去債務 5,926千円

差入保証金 76,545千円

その他 24,542千円

繰延税金資産小計 417,498千円

評価性引当額 △122,180千円

繰延税金資産合計 295,318千円

繰延税金負債

その他 －千円

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産の純額 295,318千円
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。また、

短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

店舗等の賃貸借契約に基づく敷金及び保証金は、差入先、預託先の信用リスクに晒されており

ます。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。一部

外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後３

年であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、売掛金、敷金及び保証金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替の変動リスク）の管理

当社は、外貨建金銭債権債務については、為替変動の状況をモニタリングしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2026年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。なお、「現金及び預金」及び「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未払消費

税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。

貸借対照表

計上額(千円)
時価(千円) 差額(千円)

敷金及び保証金 447,069 423,571 △23,497

資産計 447,069 423,571 △23,497

長期借入金(1年以内に返済予定の
ものを含む)

301,249 290,207 △11,041

負債計 301,249 290,207 △11,041

(注) 長期借入金の決算日後の返済予定額

１年以内

(千円)

1年超

2年以内

(千円)

2年超

3年以内

(千円)

3年超

4年以内

(千円)

4年超

5年以内

(千円)

5年超

(千円)

長期借入金 85,020 66,289 60,024 60,024 29,892 -

合計 85,020 66,289 60,024 60,024 29,892 -

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。
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② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 - 423,571 - 423,571

長期借入金 - 290,207 - 290,207

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金、長期借入金

敷金及び保証金、長期借入金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切

な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。なお、長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を

行った場合に想定される利率を割り引いて算定しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

合計

売上高

店舗 9,852,118

EC 2,307,129

顧客との契約から生じる収益 12,159,248

外部顧客への売上高 12,159,248

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項）４．収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。なお、取引の対価は、現金取引の場合は商品等と引き換え

に、クレジット決済や電子マネー決済は履行義務を充足してから原則として２カ月以内に受領して

おり、重要な金融要素は含まれておりません。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金

額及び時期に関する情報

(1) 契約負債の残高等

(単位：千円)

合計

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

売掛金

545,127

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

売掛金

667,344

契約負債（期首残高） 661,156

契約負債（期末残高） 799,959

契約負債は、商品の引き渡し前に顧客から受領した前受金及び自社ポイント制度におけるポイント

発行に伴う顧客のオプションに係る債務で、収益の認識に伴い取り崩されます。

当事業年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債に含まれた金額は、628,619千円でありま

す。

(２) 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであ

ります。

(単位：千円)

当事業年度

1年以内 799,959

1年超２年以内 -

合計 799,959
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（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり純資産額 458円94銭

(2) １株当たり当期純利益金額 17円65銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年３月23日

株式会社ミサワ

取締役会 御中

フェイス監査法人
東京都渋谷区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 川 俊 介

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 枝 川 哲 也

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ミサワの

2025年２月１日から2026年１月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査にお
ける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ

の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その
他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監
査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書
類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書
類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内
容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年２月１日から2026年１月31日までの第67期事業年度に
おける取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下の
とおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施
いたしました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準、監査の方針、職務の分担等
に従い、会社の内部監査部門と連携のうえ、重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人フェイス監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2026年３月24日

株 式 会 社 ミ サ ワ 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 関 根 章 雄 ㊞

監査等委員 宮 本 久 美 子 ㊞

監査等委員 粟 澤 元 博 ㊞

（注）監査等委員関根章雄、宮本久美子及び粟澤元博は、会社法第２条第15号及び
第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以上
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